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❸　被告Y 2が Y 1 会社の代表取締役であり、Y 3が Y 1 会社の取締役である。
2 　本件株式の譲渡の経緯
❶　平成12年当時、Y 2は、Y 1会社の運転資金に窮したことから、Xに対して、融資を依頼した。
❷　Xは、Y 2 に対し、Y 1 会社の事業を廃パチンコ台のリサイクル事業へ転換することを勧め、
Y 1会社が平成12年 7 月から平成13年 6 月までの 1年間に支払うべき倉庫の賃料、保証金等をX
が代表者を務める有限会社B（平成13年 7 月に Z株式会社に吸収合併された。以下、両者を併せ
て「Z会社」という。）が立て替えて支払い、この立替金をY 1会社がZ会社からの借入金として
返済することに同意した。その際、XとY 2 の間で、元妻Aが保有しているY 1会社株式200株
のうち、9割180株（以下「本件株式」という。）をXが、1割20株をY 2 が保有することにした。
❸　平成12年 7 月28日、Y 1 会社の目的に、遊戯機器の製造・販売等を追加し、Y 2は自らがY 1会
社の代表取締役に、C（Xの実弟）らが取締役に、Xが監査役に、それぞれ就任した。
❹　平成14年 4 月 1 日、Y 1会社は、180株をX名義に変更し、20株をY 2 名義に変更した（当該名
義変更に係る本件株式の譲渡を以下「本件株式の譲渡」という。）。そして、Y 1会社の平成13年
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7 月 1 日から平成14年 6 月30日までの事業年度分の確定申告書には、Xの保有株式数180株、Y 2
の保有株式数20株と記載されていた。
3 　Y 1 会社と Xとの間の借入金の返済・融資状況等
❶　Y 1会社は、平成15年10月までに Z会社からの借入金を、平成17年10月までに Z会社を保
　証人としていた借入金をそれぞれ完済した。
❷　Y 1会社は、平成20年 1 月頃、Xの要請により、Z会社に対し、 1億円の融資を実行した。





❶　Y 2は、平成21年 1 月 7 日、XがY 1会社の監査役を、Cが取締役を、それぞれ辞任した旨の
　登記手続をXらに無断でした。




❹　Y 2は、Xに対し、遅くとも平成14年 8 月から、毎月、Y 1会社の月次損益計算書、月次貸借対
照表を示してY 1会社の財務内容や営業成績を報告していたが、平成21年 6 月頃から、報告を行
わなくなった。また、Y 2 は、Xに対し、第11期以降のY 1 会社の確定申告書の写しを交付しな
くなり、平成22年11月以降、XからY 1会社の計算書類等の閲覧を求められても拒否するように
なった。
❺　Y 1 会社は、小牧税務署長に対し、平成21年 8 月31日付株主変更についての申立書を提出し、
①本件株式の譲渡について、平成14年 4 月頃、設立当初A名義であったY 1会社の株式200株を、
本来の株主であるY 2名義に変更する予定であったが、当時Xからの借入金があったため、その
完済までの担保という意味合いで上記200株中180株をX名義としたものである、②本件株式の移
転については、Y 1会社は、平成21年 3 月時点では、Xからの上記借入金を完済したこと、Y 1会
社の事業計画の遂行に株主構成が障害になることから、上記180株につき、本来の株主であるY 2
名義に戻したものであると説明した。
❻　Y 1会社は、平成22年 8 月20日、パチンコホールを営む者を中小企業向け融資制度の対象から
除外している公庫から、 2億8000万円を借り受けた。
5 　Xの Y 1 会社に係る株主権の存否を巡る関連訴訟等
❶　Xは、平成23年 4 月25日、本件株式の移転はY 2がXに無断で行ったものであると主張　　　
11





❸　XとY 1会社との間で和解交渉が行われたが、不調に終わり、平成24年 3 月27日、Y 1 会社は、
別件訴訟地裁判決を不服とし控訴した。
❹　Y 1会社は、別件訴訟の控訴審において、平成24年10月 3 日、Y 1会社がY 1会社の株式の評価















❷　Y 1会社は、平成24年 5 月10日（別件訴訟が名古屋高等裁判所に係属中）、取締役会において、
本件新株発行総会決議を踏まえ、普通株式600株を第三者割当ての方法により発行し、Y 2にその
全てを割り当てること、当該募集株式の払込金額を 1株につき 1万円とし、払込期日を同年 6月
4日とすること等を承認可決した（以下この決議を「本件新株発行取締役会決議」という。）。
❸　Y 2は、普通株式600株の引受を申込み、平成24年 6 月 4 日に、Y 1会社名義の預金口座に払込
金額600万円を振り込んだ。
❹　Y 1会社は、平成24年 6 月11日、本件新株発行を踏まえて、その発行済株式の総数を200株から
800株に、資本金の額を1000万円から1600万円に変更する旨の登記手続を行った。
7 　Xが本件新株発行の事実を知った経緯
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8 　本件新株発行の無効および不存在確認訴訟
Xは、甲事件として、Y 1 会社に対し、本件新株発行の効力発生から約 2年後の平成26年 6 月 3















法828条 1 項 2 号括弧書）。そして、非公開会社であるY 1会社における本件新株発行に係る募集
株式の引受人であるY 2が払込期日である平成24年 6 月 4 日に所定の払込みをした本件において
は、株式の発行の効力が生じた日は、当該払込期日であるから（同法209条 1 号）、本件新株発行
の無効の訴えの提訴期間は、同日から 1年以内となる（最高裁判所昭和…53年 3 月28日第三小法
廷判決…参照）。ところが、Xが本件新株発行の無効の訴えを提起したのは、上記提訴期間を徒過



















株主から秘かに排斥しようと考え、…、第12期（平成20年 7 月 1 日から平成21年 6 月30日）の確
定申告書別表 2「同族会社の判定に関する明細書」に発行済株式の総数200株、Y 2 の保有株式数
200株と記載し、小牧税務署長に対し、本件株式の譲渡は譲渡担保目的であり、被担保債権の消
滅により本件株式の名義をY 2に戻すものであるとの虚偽の説明をしたことが認められる。その
上、…、Y 1 会社の代表者であるY 2は、Xが本件株式を保有することを知りながら、Xに対し
て本件新株発行総会決議の招集通知等を行うことなく、Y 2が Y 1 会社の全株式を保有するもの
として、当該決議を行った。しかも、Y 2は、…、平成21年 1 月、X及びXの実弟CをY 1会社
役員の地位から無断で排斥したほか、同年 6月頃以降、Xに対し、Y 1会社の財務内容や営業成
績の報告を行わず、第11期（平成19年 7 月 1 日から平成20年 6 月30日）以降の確定申告書の写し
を交付せず、これにより、XがY 1会社の借入状況や株主構成その他の会社の内情を知ることを
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無効の訴えの提訴期間も、公開会社の場合は 6か月であるのに対し、非公開会社の場合には 1年











いても、Y 1会社の発行済株式数は200株であり、そのうち180株を Xが、その余の20株をY 2 が
それぞれ保有していたものである。そうすると、本件新株発行総会決議は、Y 1会社の 2人の株
主のうちの 1人であり、同社の発行済株式のうち 9割の株式を保有していたXに対する本件新株
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すなわち、株式会社の成立後における新株の発行の無効は、当該新株発行の効力が生じた日から、
公開会社については新株発行の効力発生日から 6か月以内、非公開会社については 1年以内に、訴






















































































































































































































告適格の欠缺が、信義則によって治癒されうることを認めている（最判平成 2・12・ 4 民集44巻 9
号1165頁）。さらに、従来は法律関係の確定の要請から例外は認められないとされてきた（最判平
成元・12・21民集43巻12号2209頁）、民法724条後段（平成29年改正前）の除斥期間についても、『特
段の事情』による例外を認めるに至っている（最判平成10・ 6 ・12民集52巻 4 号1087頁、最判平成









































































































































会社を被告としてのみ提起することができる（最判平成 9・ 1・28民集51巻 1 号40頁）が、出訴期
























（a）大阪高裁昭和52年 8 月 5 日判決
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（b）東京高裁昭和61年 8 月21日判決以後の下級審裁判例
その後、「緩和説」を採用した判決は、以下の 4つの判決のみである。








































































































































































































































































































































































と不存在－名古屋地裁平成28年 9 月30日判決を契機として－」東洋法学62巻 2 号127頁以下がある。
（ 2）	 用語の統一、および、法律用語の混同の回避ため、判決文について修正を施している。












（ 5）	 田中・前掲注（ 1）「本件判批」112頁。
（ 6）	 庄子良男「昭和61年 8 月21日東京高判判批」判タ975号196頁、新谷勝「昭和63年12月22日大阪高
判判批」金判859号44頁、砂田太士「昭和61年 8 月21日東京高判判批」法律のひろば41巻 4 号71頁、
鳥山恭一「平成12年 1 月20日高松高判判批」判例評論512号46頁（判時1755号216頁）、同「平成14
年 8 月21日名古屋高判判批」法セ579号108頁、長浜洋一「平成 5年12月16日最判判批」法律のひろ
ば47巻 7 号78頁、中東正文「平成15年 3 月27日最判判批」民商130巻 3 号169頁、松井（英）・前掲
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（ 7）	 岩原紳作「昭和61年 8 月21日東京高判判批」ジュリ947号122頁、川島四郎「平成15年 3 月27日最
判判批」法セ586号111頁、久保田安彦「新株予約権発行の瑕疵とその連鎖」『企業金融と会社法・資
本市場規制』（有斐閣、初出2011年）191頁、慶田康男「昭和61年 8 月21日東京高判判批」判タ677
号231頁、酒井博行「平成15年 3 月27日最判判批」法政研究70巻 3 号224頁、坂本延夫「昭和61年 8










37頁（以下「小規模」）、同・前掲注（ 1）「判批」 5～ 6頁。
（ 8）	 岩原・前掲注（ 7）「判批」123頁、田中・前掲注（ 1）「判批」112頁。

















（12）	 民集19巻 7 号1745頁、金法427号 6 頁。















（14）	 判時641号97頁、判タ266号177頁、金判277号 6 頁。












（16）	 江頭・前掲注（ 4）779～780頁、神田・前掲注（ 4）152頁、弥永・前掲注（ 4）332～333頁、川
村正幸＝仮屋広郷＝酒井太郎『詳説会社法』（中央経済社、2016年）191頁（川村正幸）、田中・前
掲注（ 4）507頁、三浦・前掲注（ 4）198頁。
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（25）	 2004WLJPCA03310012、LLI/DB	L05931551。
（26）	 鳥山・前掲注（ 1）「判批」119頁。
（27）	 吉本・前掲注（ 1）「判批」 5頁。
（28）	 田中・前掲注（ 1）「判批」112頁。
（29）	 大久保・前掲注（ 1）「判批」27頁。
（30）	 齊藤・前掲注（ 1）「判批」101頁。同旨、吉本・前掲注（ 1）「判批」においては、「本件では、
Y 1 会社の株主はXと Y 2 の 2 人のみであって、新株（譲渡制限株式）を引き受けたのはY 2 の
みであり、それ以外の利害関係者の存在は不明であるものの、かなり特殊な事案と見受けられる。」
と述べている。
（31）	 鳥山・前掲注（ 1）「判批」119頁、同「平成12年 1 月20日高松高判判批」判例評論512号51頁、同




（33）	 林・前掲注（ 1）「判批」 3頁。
（34）	 松井（英）・前掲注（ 1）「判批」141頁。同旨、齊藤・前掲注（ 1）「判批」101頁。
（35）	 吉本・前掲注（ 1）「判批」 6頁。吉本教授は、新株発行不存在の訴えによる解決を肯定してい
る。
（36）	 神田・前掲注（ 4）163頁、酒巻俊雄・龍田節他編『逐条解説会社法第 9巻外国会社・雑則・罰
則』（中央経済社、2016年）92～95頁（永井和之）。
（37）	 裁判例の分析には、吉本・前掲注（ 7）「分析」、同「小規模」が大変参考になった。








（41）	 名古屋高判平成14年 8 月21日　判タ1139号251頁。
（42）	 名古屋高判平成14年 8 月21日　判タ1139号251頁。
（43）	「新株発行の実体」の用語を使用し「限定説」の立場に立つ裁判例としては、福岡高判平成15
年12月10日（2003	WLJPCA	12100001）、東京地判平成16年 3 月31日（2004	WLJPCA	03310021・







62年 3 月31日	金判921号23頁、名古屋高判昭和63年 3 月31日	金判921号23頁、大阪高判平成 3年 9
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前掲注（ 7）「分析」176～187頁参照。










































（50）	 民集51巻 1 号40頁、判時1592号129頁、判タ931号179頁、金法1481号51頁、金判1015号17頁。
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平成 9・ 1・28民集51巻 1 号40頁）、物理的不存在説（「限定説」。筆者による。）に立っているとす
る理解があるが、同判決は、物理的不存在の場合以外に新株発行不存在が認められないとしたもの
ではないから、この論点につき最高裁の立場は未決定というべきだろう。」とされ、酒井博行「平


















（57）	 平成28年 8 月 3 日（LEX/DB	25536505・LLI/DB	L0713840・2016	WLJPCA	08038003）、東京地判
平成28年11月22日（LEX/DB	25538211）、東京地判平成28年11月29日（2016	WLJPCA	11298003・
LEX/DB	25538213）、東京地判平成29年 9 月 8 日（2017	WLJPCA	09088011）。
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	 　また、限定説的考え方を採る裁判例として、東京地判平成21年 3 月 9 日（2009	WLJPCA	
03098006）、東京地判平成21年 3 月18日（2009	WLJPCA	03188015）、東京地判平成22年 2 月23日
（2010	WLJPCA	02238002）、大阪地判平成24年 5 月30日金判1454号55頁、東京地判平成25年 2 月25
日（LEX/DB	25510794・2013	KLJPCA	02258003）、東京地判平成26年 3 月19日（LEX/DB	25518358・
2014	WLJPCA	03198017）、東京地判平成26年 3 月20日（LEX/DB	25518359・2014	WLJPCA	
03208021）、東京地判平成26年 3 月26日（LEX/DB	25518363）、東京地判平成27年 6 月30日（LEX/
DB	25530436・2015	WLJPCA	06308024）、東京地判平成28年 8 月 3 日（LEX/DB	25536505・LLI/
DB	L0713840・2016	WLJPCA	08038003）、東京地判平成28年 9 月28日（LEX/DB	25537012・2016	
WLJPCA	08038003）、東京地判平成28年 9 月28日（LEX/DB	25537012・2016	WLJPCA	09288009）、
東京高判平成29年 3 月 1 日（2017	WLJPCA	03276008）。吉本・前掲注（ 7）「分析」182～187頁。
	 　本判決以後に、平成15年最判を引用している判決には、東京地判平成28年11月22日（LEX/
DB25538211）、東京地判平成28年11月29日（2016WLJPCA11298003）」、東京地判平成29年 9 月 8 日
（2017WLJPCA09088011）がある。吉本・前掲注（ 7）「分析」184～187頁。
（58）	 岡本智恵子「平成12年 1 月20日高松高判判批」法学研究75巻 6 号128～129頁、同「平成15年 3 月
27日最判判批」高知論叢78号178～179頁、同「平成15年 1 月30日東京高判判批」法と政治58巻 2 号
107～108頁、近藤崇晴「平成 9年最判判批」法曹時報49巻11号297頁、鈴木千佳子「平成14年 8 月
21日名古屋高判判批」法学研究78巻 1 号125頁、中東・前掲注（ 6）「判批」168頁、山下孝典「平










（65）	 岩原・前掲注（ 7）「判批」122頁。同旨、尾崎安央「平成 9年 1 月28日最判判批」判例評論463
号221頁、瀬谷・前掲注（ 7）「判批」190頁、中島・前掲注（ 7）80頁。
（66）	 吉本・前掲注（ 1）「判批」。同旨、川島・前掲注（ 7）「判批」111頁、山本為三郎「新株発行の
法的性質」法学研究70巻 1 号104～105頁。
（67）	 田中・前掲注（ 1）「判批」。同旨、田邊光政「新株発行不存在確認の訴え」大阪学院大学法学研
究31巻 1 ・ 2 号110頁。
（68）	 吉本・前掲注（ 1）「判批」112頁、田中・前掲注（ 1）「判批」112頁、堀井・前掲注（ 1）「判
批」58～59頁。
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（72）	 最判昭和36年 3 月31日民集15巻 3 号645頁等。











（77）	 民集51巻 1 号51頁。
（78）	 三宅新「平成15年 1 月30日東京高判判批」ジュリ1323号190頁においては、「従来、株主総会決議
の不存在と新株発行の不存在の平仄に関しては、あまり議論のなかったところであるが、後者も平
成17年会社法制定において明文化されたことにより、今後の議論が待たれるところである。」とさ
れている。同旨、堀井・前掲注（ 1）「判批」60頁。また、岡本・前掲注（58）「平成15年東京高判
判批」107頁においては、「平成17年改正前商法は、理念型の大株式会社に対する新株発行手続を法
定し、そのこととの関係で会社をめぐる法律関係の安定化を図っているために、他方において事実
上、そのような法規整が妥当しない面を生み出した結果、新株発行不存在確認の訴えなるものが
判例上認められてきたわけであるが、会社法においては、有限会社形態の会社も包含し、さらに、
有限会社形態の会社に対する規制から条文が組み立てられている。そもそも法の在り方が違ってい
るのだから、今までの無効事由を前提に考えることはできない。」とされる。これらの主張は、本
文と同様に、平成17年制定会社法によって新株発行不存在確認の訴えの法定されたことを契機とし
て、新株発行不存在確認の訴えについて、詳細な議論が必要とされることを述べていると考える。
（79）	 公開会社については「限定説」と、非公開会社については「緩和説」を採用するという 2本立て
の解釈である。今後の検討課題としたい。
（80）	 本稿は、中京大学法務研究所共同研究プロジェクト「会社法判例研究」によるものである。
